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平成２６年度 一般会計・特別会計決算審査意見書 

 

地方自治法第２３３条第２項の規定に基づき、平成２６年度棚倉町一般会計並びに各特別会計

の決算について審査をした意見書を下記のとおり報告いたします。 

 

１．審査の期間 

平成２７年７月２７日から平成２７年８月７日までのうち６日間 

 

２．審査の方法 

審査に付された一般会計・特別会計の歳入歳出決算書及び歳入歳出決算事項別明細書、実質

収支に関する調書、財産に関する調書について審査した。 

審査にあたっては、これらの決算係数が関係法令に準拠して調製されているか、計数は正確

か、財政運営は健全か、財産の管理は適正か、さらに予算が適正でかつ効率的に執行されてい

るか等に主眼を置いて、それぞれの関係諸帳簿等との照合のほか、関係職員から事業内容を聴

取し審査を実施した。 

 

３．意見 

一般会計・特別会計とも、決算の計数に誤りはなく、関係諸帳簿、証拠書類とも関係法令に

従って作成し整備されており、歳入歳出の予算執行に関する会計経理の事務処理は、適正に行

われていると認められる。限られた財源を重点的に配分し、効率的で迅速な事務執行により各

会計とも黒字の決算で翌年度に引き継ぐことができた。 

平成２６年度は、ルネサンス棚倉施設改修工事、社会資本整備総合交付金事業による道路改

良工事、ふくしま森林再生事業、除染対策事業、臨時福祉給付金給付事業、子育て世帯臨時特

例給付金給付事業等の事業について、適正かつ迅速な予算措置が図られ、職員一丸となり限ら

れた財源の有効活用を図り、各種施策の推進に努めたことは高く評価する。 

しかしながら、今後は少子高齢化の進展などにより、町税の伸び悩みと扶助費をはじめとす

る社会保障関連経費の増大が進むと予測される。 

このようなことから、町の自主財源の根幹である町税や住宅使用料等の収入未済額の改善強

化に向けた取り組みの継続に期待するものである。また、東京電力福島第一原子力発電所事故

により実施された様々な事業の費用負担については、引き続き東京電力株式会社へ損害賠償を

求める等、財源の確保と改善を図られたい。 

人口の推移をみると、平成１６年４月では１６,１１１人であったが、平成２６年４月では 

１４,８４３人となり、１,２６８人減少している。 

また、地方債現在高は、平成１６年度で５,４３４,９９０千円であつたが、平成２６年度で

は７,１５８,７０２千円となり、１,７２３,７１２千円が増加している状況となっている。 

今後の各種事業実施においても、少子高齢化等の緊急課題への迅速な対応、町民への行政サ

ービスの継続と向上、多様化する町民ニーズを的確に把握し、より一層健全な財政を維持する

経営の能力を強化するとともに、課題としている施策を着実に推進することで住民の福社の増

進を図り、自主性及び自立性を充分に発揮されることを強く期待するものである。 


